
年度
年度別
管理番号 提案分野 提案団体の属性

（都道府県／市町村）
提案団体 所管・関係府省庁 提案区分 根拠法令等

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
【調整結果】

地方からの提案等に関する対応方針（閣議決定）
記載内容

26年 447 環境・衛生 都道府県 神奈川県 環境省 A　権限移譲

環境省関係石
綿による健康被
害の救済に関す
る法律施行規則
第25条第1項

環境省関係石綿
による健康被害の
救済に関する法律
施行規則（平成18
年環境省令第3
号）第25条第1項
に規定する申請等
の経由に係る事務
の移譲

申請等の経由に係る事務は、保健所設置自治体で実
施しているが、独立行政法人環境再生保全機構法第
10条の２の規定に基づく委託契約事務となっているの
で、法に基づく事務として明確にする必要がある。

独立行政法人環境再生保全機構法第10条の2の規定に基づき、都道府県、保健所を設置する市
若しくは特別区又は環境大臣の指定する者と、委託契約を締結して経由事務を既に実施している
ところなので、実態にあわせ法に基づく事務として位置づける必要がある。

26年 739 環境・衛生 中核市 豊田市 環境省
B　地方に対す
る規制緩和

廃棄物の処理
及び清掃に関す
る法律第８条の
２、第１４条第５
項、第１４条の５
第５項、第１５条
の２

廃棄物処理施設
等の設置許可に
当たっての立地基
準等の条例委任

廃棄物の処理施設の立地基準について、地域の実情
に合わせて、条例により設定できるよう規制緩和を行
う。

【地域の実情】
現行の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」では、同法に定める施設の技術的基準に適合して
いれば、廃棄物の処理施設を設置する場所について規制を受けないため、許可権者としては許可
せざるをえない。
【支障事例】
豊田市においては、住宅地の隣地における廃棄物の処理施設の不適正処理（過剰保管）により、
周辺環境への影響が問題となり、また、自然豊かな山間での産業廃棄物最終処分場計画に対し
て反対署名運動が行われた。
【制度改正の必要性】
施設の技術的基準のみによって廃棄物の処理施設が許可されると、廃棄物の処理施設のもつ負
のイメージや不適正処理が行われた場合の影響などから、廃棄物の処理施設が建設される場所
の周辺における住宅の立地状況や自然環境、地域（観光）資源等の状況によっては、住環境や地
域経済は大きな影響を受けることになる。よって、各地域の実情に合わせて、条例により立地基準
を設定できるようにしていただきたい。
【解消策】
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を改正して、住宅環境、自然環境、地域資源等の各地
域の実情に合わせて、廃棄物の処理施設の立地基準を条例により設定することができるように、
立地基準の設定権限を都道府県、指定都市、中核市等に移譲してもらいたい。
【効果】
地域の実情に合わせた立地基準に従って廃棄物の処理施設が立地することにより、計画的なまち
づくりを行うことができ、住民の生活環境の保全や地域振興に寄与することができる。

26年 774 環境・衛生 都道府県
兵庫県、和歌山
県、鳥取県、徳
島県

環境省、経済産業
省

A　権限移譲

使用済小型電
子機器等の再
資源化の促進
に関する法律第
15条、第16条、
第17条

使用済小型電子
機器等の再資源
化の促進に関する
法律に基づく権限
の都道府県への
移譲

事業者等の各都道府県内事務所への小型家電リサイ
クル法に基づく立入検査、報告徴収等以下の権限を、
必要となる人員、財源とともに、国から都道府県へ移譲
すること。（大臣・知事の並行権限とする）
事業者等への立入検査、報告徴収
事業者等への指導、助言
事業者等への勧告、命令

【現行・支障事例】
本県の廃棄物処理計画では、リサイクル率の目標を定めているが、目標達成のために事業者を
指導する権限はないことから、報告徴収、立入検査を実施するにしても、国に協力を依頼しなけれ
ばならない。また、立入検査を実施したとしても、指導、助言等の権限が無ければ実効性がない。
現状では、立入検査、報告徴収等の権限がないため、支障があっても把握できない。（具体的に問
題が表面化してから後追いで状況把握、対応を行うなどすることを懸念し、提案するものである。）
【改正による効果】
都道府県内のすべての事務所に対する報告徴収、立入検査とあわせ、指導、助言等の権限につ
いても都道府県に移譲することで、元々廃棄物であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
基づく権限を有する県として、適正に処理されているかどうかを確認することが可能となり、事業者
への統一的な指導を実施することができる。また、大臣と並行権限とすることで、合同で立入検査
を行うとともに、指導、助言、勧告、命令を行うにあたり、事前に大臣と調整することで、統一的な
運用を担保できるようにする。

４【環境省】
（８）使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平24
法57）（経済産業省と共管）
認定事業者等に対する指導、助言、報告徴収及び立入検査につい
ては、関係する審議会において都道府県等から意見聴取を行いつ
つ、実施主体や国の関与等の在り方を含めた的確な執行の在り方
について、原則として平成27年中に検討を行い、その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

26年 977 環境・衛生 その他 関西広域連合
環境省、経済産業
省

A　権限移譲

使用済小型電
子機器等の再
資源化の促進
に関する法律第
15条から第17条

使用済小型電子
機器等の再資源
化の促進に関する
法律に基づく権限
の広域連合への
移譲

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法
律に基づく報告・立入検査および指導・助言に係る事
務・権限の広域連合への移譲を求める（事業所が複数
ある場合はそのすべてが広域連合の区域内にある場
合に限る。）

３Ｒ等に関する消費者への啓発は各府県・市町村が実施し、法律上再生利用・再資源化の責任を
負う事業者への指導は国が行っているため、一連の施策としての連携が取りにくい状況にある。
事業所が一の府県の区域を越えて存在する場合は、事務・権限を広域連合へ移譲することによ
り、事務の効率化を図ることができる。また、各府県・市町村の３Ｒ等への取組との連携が可能と
なる。
なお、事務・権限の移譲にあたっては財源、人材等の移管が前提となる。

［再掲］
４【環境省】
（８）使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平24
法57）（経済産業省と共管）
認定事業者等に対する指導、助言、報告徴収及び立入検査につい
ては、関係する審議会において都道府県等から意見聴取を行いつ
つ、実施主体や国の関与等の在り方を含めた的確な執行の在り方
について、原則として平成27年中に検討を行い、その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。
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求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
【調整結果】

地方からの提案等に関する対応方針（閣議決定）
記載内容

26年 981 環境・衛生 都道府県 鳥取県
環境省、経済産業
省

A　権限移譲

使用済小型電
子機器等の再
資源化の促進
に関する法律第
15条～第17条

使用済小型電子
機器等の再資源
化の促進に関する
法律に基づく報
告・立入検査・勧
告・命令に係る事
務・権限の移譲

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法
律に基づく国の報告・立入検査・勧告・命令に係る事
務・権限を都道府県へ移譲する。
なお、各自治体、地域の状況は様々であることから希
望する都道府県の手上げ方式とする。
権限の移譲を受けた都道府県は、希望する市町村に
一般廃棄物処理関係の権限を移譲できるものとする。

廃棄物処理法に基づく指導監督や３Ｒ等に関する消費者への啓発等は都道府県・市町村が実施
している一方、各種リサイクル法に基づく事業者への指導監督は国が行っており、一連の施策とし
ての連携が取りにくい状況にある。
また、国の各府省が共管していることにより、縦割り行政の弊害が生じるおそれがある。
そのため、事業所が一の都道府県の区域内のみにある場合は、事務・権限を都道府県、市町村
に移譲することで、事務の効率化を図ることが可能である。
その際、権限に係る事務処理基準、財源、人材等について併せて国から措置することが必要であ
る。

［再掲］
４【環境省】
（８）使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平24
法57）（経済産業省と共管）
認定事業者等に対する指導、助言、報告徴収及び立入検査につい
ては、関係する審議会において都道府県等から意見聴取を行いつ
つ、実施主体や国の関与等の在り方を含めた的確な執行の在り方
について、原則として平成27年中に検討を行い、その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

26年 775 環境・衛生 都道府県
兵庫県、和歌山
県、鳥取県、徳
島県

農林水産省、環境
省、経済産業省、
国土交通省、財務
省、厚生労働省

A　権限移譲

食品循環資源
の再生利用等
の促進に関する
法律第８条、第
10条、第24条

食品循環資源の
再生利用等の促
進に関する法律に
基づく権限の都道
府県への移譲

事業者等の各都道府県内事務所への食品リサイクル
法に基づく立入検査、報告徴収等以下の権限を、必要
となる人員、財源とともに、国から都道府県へ移譲する
こと。（大臣・知事の並行権限とする）
事業者等への立入検査、報告徴収
事業者等への指導、公表、助言
事業者等への勧告、命令

【現行・支障事例】
本県の廃棄物処理計画では、リサイクル率の目標を定めているが、目標達成のために事業者を
指導する権限はないことから、報告徴収、立入検査を実施するにしても、国に協力を依頼しなけれ
ばならない。また、立入検査を実施したとしても、指導、助言等の権限が無ければ実効性がない。
現状では、立入検査、報告徴収等の権限がないため、支障があっても把握できない。（具体的に問
題が表面化してから後追いで状況把握、対応を行うなどすることを懸念し、提案するものである。）
【改正による効果】
都道府県内のすべての事務所に対する報告徴収、立入検査とあわせ、指導、助言等の権限につ
いても都道府県に移譲することで、元々廃棄物であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
基づく権限を有する県として、適正に処理されているかどうかを確認することが可能となり、事業者
への統一的な指導を実施することができる。また、大臣と並行権限とすることで、合同で立入検査
を行うとともに、指導、助言、勧告、命令を行うにあたり、事前に大臣と調整することで、統一的な
運用を担保できるようにする。審議会の意見聴取についても、主務大臣が行うこととする。

４【環境省】
（５）食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平12法116）
（財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通省と
共管）
食品関連事業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及び
立入検査については、関係する審議会において都道府県等から意
見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与等の在り方を含めた的確
な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を行い、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

26年 979 環境・衛生 都道府県 鳥取県

農林水産省、環境
省、経済産業省、
国土交通省、財務
省、厚生労働省

A　権限移譲

食品循環資源
の再生利用等
の促進に関する
法律第8条、第
24条

食品循環資源の
再生利用等の促
進に関する法律に
基づく報告・立入
検査・勧告・命令
に係る事務・権限
の移譲

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律に基
づく国の報告・立入検査・勧告・命令に係る事務・権限
を都道府県へ移譲する。
なお、各自治体、地域の状況は様々であることから希
望する都道府県の手上げ方式とする。
権限の移譲を受けた都道府県は、希望する市町村に
一般廃棄物処理関係の権限を移譲できるものとする。

廃棄物処理法に基づく指導監督や３Ｒ等に関する消費者への啓発等は都道府県・市町村が実施
している一方、各種リサイクル法に基づく事業者への指導監督は国が行っており、一連の施策とし
ての連携が取りにくい状況にある。
また、国の各府省が共管していることにより、縦割り行政の弊害が生じるおそれがある。
そのため、事業所が一の都道府県の区域内のみにある場合は、事務・権限を都道府県、市町村
に移譲することで、事務の効率化を図ることが可能である。
その際、権限に係る事務処理基準、財源、人材等について併せて国から措置することが必要であ
る。

［再掲］
４【環境省】
（５）食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平12法116）
（財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通省と
共管）
食品関連事業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及び
立入検査については、関係する審議会において都道府県等から意
見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与等の在り方を含めた的確
な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を行い、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

26年 776 環境・衛生 都道府県 兵庫県、徳島県

経済産業省、環境
省、財務省、厚生
労働省、国土交通
省、農林水産省

A　権限移譲

資源有効利用
促進法第11条、
第13条、第16
条、第17条、第
19条、第20条、
第22条、第23
条、第25条、第
32条、第33条、
第35条、第36
条、第37条

資源有効利用促
進法に基づく権限
の都道府県への
移譲

事業者等の各都道府県内事務所への資源有効利用促
進法に基づく立入検査、報告徴収等以下の権限を、必
要となる人員、財源とともに、国から都道府県へ移譲す
ること。（大臣・知事の並行権限とする）
事業者等への立入検査、報告徴収
事業者等への指導、助言
事業者等への勧告、公表、命令

【現行・支障事例】
本県の廃棄物処理計画では、リサイクル率の目標を定めているが、目標達成のために事業者を
指導する権限はないことから、報告徴収、立入検査を実施するにしても、国に協力を依頼しなけれ
ばならない。また、立入検査を実施したとしても、指導、助言等の権限が無ければ実効性がない。
現状では、立入検査、報告徴収等の権限がないため、支障があっても把握できない。（具体的に問
題が表面化してから後追いで状況把握、対応を行うなどすることを懸念し、提案するものである。）
【改正による効果】
都道府県内のすべての事務所に対する報告徴収、立入検査とあわせ、指導、助言等の権限につ
いても都道府県に移譲することで、元々廃棄物であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
基づく権限を有する県として、適正に処理されているかどうかを確認することが可能となり、事業者
への統一的な指導を実施することができる。また、大臣と並行権限とすることで、合同で立入検査
を行うとともに、指導、助言、勧告、命令を行うにあたり、事前に大臣と調整することで、統一的な
運用を担保できるようにする。審議会の意見聴取についても、主務大臣が行うこととする。
なお、指定表示事業者に対して、県独自の表示を勧告、公表、命令するものではない。

４【環境省】
（２）資源の有効な利用の促進に関する法律（平３法48）（財務省、厚
生労働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通省と共管）
特定省資源事業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及
び立入検査については、関係する審議会において都道府県等から
意見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与等の在り方を含めた的
確な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を行い、
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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年度
年度別
管理番号 提案分野 提案団体の属性

（都道府県／市町村）
提案団体 所管・関係府省庁 提案区分 根拠法令等

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
【調整結果】

地方からの提案等に関する対応方針（閣議決定）
記載内容

26年 824 環境・衛生 都道府県 兵庫県、大阪府 環境省
B　地方に対す
る規制緩和

自動車から排出
される窒素酸化
物及び粒子状
物質の特定地
域における総量
の削減等に関す
る特別措置法第
７条第３項

自動車から排出さ
れる窒素酸化物及
び粒子状物質の
特定地域における
総量の削減等に
関する特別措置法
に基づく総量削減
計画の策定におけ
る環境大臣への協
議の廃止

計画対象範囲が県内で完結する総量削減計画を策定
時の環境大臣への協議を不要とし、報告とすること。

【現行】
現行では、計画対象範囲が県内で完結する総量削減計画の策定時には、環境大臣に協議しなけ
ればならない。
【支障事例】
県の策定協議会を経た計画案について、関係府省との調整に時間を要する上、国との協議で修
正が必要となった場合、再度協議会に説明する必要が生じ、策定まで更に時間を要することとな
る。
【改正の必要性】
そもそも、国の基本方針そのものが、国の関係省庁の施策及び対策地域間における施策の整合
性を反映させたものであり、その基本方針の枠内で、県が総量削減計画を策定する限り、調整を
再度行う必要はない。
また、総量削減計画の策定に当たっては、県内関係者により構成される協議会からの意見聴取を
経て策定されることから、国が関与を行うことは、効率的な総量削減計画の策定を阻害し、都道府
県毎の特徴的な施策の自主性を損なうことになるため、環境大臣への協議は不要である。

26年 976 環境・衛生 その他 関西広域連合
経済産業省、環境
省

A　権限移譲

使用済自動車
の再資源化等
に関する法律第
37条,第38条,第
130条第3項,第
131条第2項

使用済自動車の
再資源化等に関
する法律に基づく
権限の広域連合
への移譲

使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく報
告・立入検査・指導・助言および勧告・命令に係る事
務・権限の広域連合への移譲を求める（事業所が複数
ある場合はそのすべてが広域連合の区域内にある場
合に限る。）

３Ｒ等に関する消費者への啓発は各府県・市町村が実施し、法律上再生利用・再資源化の責任を
負う事業者への指導は国が行っているため、一連の施策としての連携が取りにくい状況にある。
事業所が一の府県の区域を越えて存在する場合は、事務・権限を広域連合へ移譲することによ
り、事務の効率化を図ることができる。また、各府県・市町村の３Ｒ等への取組との連携が可能と
なる。
なお、事務・権限の移譲にあたっては財源、人材等の移管が前提となる。

４【環境省】
（６）使用済自動車の再資源化等に関する法律（平14法87）（経済産
業省と共管）
自動車製造業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及び
立入検査並びに自動車製造業者等の委託を受けた者に対する報告
徴収及び立入検査については、関係する審議会において都道府県
等から意見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与等の在り方を含
めた的確な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を
行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

26年 980 環境・衛生 都道府県 鳥取県
経済産業省、環境
省

A　権限移譲

使用済自動車
の再資源化等
に関する法律第
24条、第26条、
第37～38条、第
90条、第130～
131条

使用済自動車の
再資源化等に関
する法律に基づく
報告・立入検査・
勧告・命令に係る
事務・権限の移譲

使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく国
の報告・立入検査・勧告・命令に係る事務・権限を都道
府県へ移譲する。
なお、各自治体、地域の状況は様々であることから希
望する都道府県の手上げ方式とする。
権限の移譲を受けた都道府県は、希望する市町村に
一般廃棄物処理関係の権限を移譲できるものとする。

廃棄物処理法に基づく指導監督や３Ｒ等に関する消費者への啓発等は都道府県・市町村が実施
している一方、各種リサイクル法に基づく事業者への指導監督は国が行っており、一連の施策とし
ての連携が取りにくい状況にある。
また、国の各府省が共管していることにより、縦割り行政の弊害が生じるおそれがある。
そのため、事業所が一の都道府県の区域内のみにある場合は、事務・権限を都道府県、市町村
に移譲することで、事務の効率化を図ることが可能である。
その際、権限に係る事務処理基準、財源、人材等について併せて国から措置することが必要であ
る。

［再掲］
４【環境省】
（６）使用済自動車の再資源化等に関する法律（平14法87）（経済産
業省と共管）
自動車製造業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及び
立入検査並びに自動車製造業者等の委託を受けた者に対する報告
徴収及び立入検査については、関係する審議会において都道府県
等から意見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与等の在り方を含
めた的確な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を
行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

26年 368 産業振興 知事会
九州地方知事
会

経済産業省、農林
水産省、国土交通
省、警察庁、金融
庁、総務省、財務
省、文部科学省、
厚生労働省、環境
省

A　権限移譲

エネルギーの使
用の合理化に
関する法律第６
条，第５３条，第
６０条，第６７
条、第８７条

省エネ法に基づく
特定事業者等に
対する指導・助
言、報告徴収、立
入検査の都道府
県への権限移譲

エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく指
導・助言、報告徴収及び立入検査権限を、並行権限と
して、希望する都道府県に移譲すること。

【必要性】エネルギー政策基本法第６条においては、「地方公共団体は、基本方針にのっとり、エネ
ルギーの需給に関し、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、その区域の実状に応じた施策を
策定し、及び実施する責務を有する。」こととされている。　地方公共団体は、本規定に基づき、特
に地域として取り組むべき「エネルギー使用の合理化（省エネルギー）の促進」「再生可能エネル
ギーの普及」の施策の充実等に努めている。
これらの取組みをより効果的なものとするため、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基
づく、特定事業者等に対する指導・助言、報告徴収及び立入検査権限を、並行権限として、都道府
県に移譲する必要がある。
【具体的な効果】地方公共団体においては、省エネルギー促進のための取組みを行っているが、
地域におけるエネルギーの使用状況等を把握することができないため対象を重点化等することが
できず、また指導・助言する権限もないため、取組の成果が限定的となっている。例えば、本県に
おいては、工場・事業場等の省エネルギー診断事業を無料で行っているが、エネルギー多消費事
業者の情報を把握し、これら事業者に対し省エネ診断の活用を指導・助言することが可能となれ
ば、地域内におけるエネルギー使用の合理化が大幅に進むことが期待される。
【効果的な取組みとするための工夫】「求める措置の具体的内容」にあわせて、当該法令に基づき
国において収集した事業者等情報を、都道府県の求めに応じ提供することで、より効果的な取組
とすることができる。

４【環境省】
（１）エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭54法49）（警察
庁、金融庁、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産
省、経済産業省及び国土交通省と共管）
特定事業者等（事業所等が一の都道府県の区域内のみにあるもの
に限る。）に対する指導、助言、報告徴収及び立入検査については、
関係する審議会において都道府県等から意見聴取を行いつつ、実
施主体や国の関与等の在り方について、平成27年中に検討を行い、
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

26年 934 その他 都道府県 埼玉県 環境省 A　権限移譲

生物多様性保
全推進支援事
業実施要領
生物多様性保
全推進交付金
交付要綱
生物多様性保
全推進交付金
取扱要領

生物多様性保全
推進支援事業に
関する事務の都道
府県への移譲

「空飛ぶ補助金」のうち生物多様性保全推進支援事業
について、都道府県へ財源・権限を移譲し、都道府県
から市町村や民間事業者等へ補助する制度とすること

【制度改正の必要性等】
国が都道府県を介さずに市町村や民間事業者等へ直接交付する補助金（いわゆる「空飛ぶ補助
金」）は、地方の実情が反映されない恐れがあるばかりか、国による地方への過度な関与や二重
行政の拡大につながるなど、地方分権改革に逆行するものである。
特に中小企業支援やまちづくりなどの施策は、都道府県の関与を強め、補助対象、補助率等を地
方の裁量で決定するとともに、都道府県等が実施する事業との連携を図ることによって、地方の実
情に応じたより効果の高い事業とすることが必要である。
ついては、「空飛ぶ補助金」のうち、中小企業支援やまちづくりなどの地域振興に資するものは、都
道府県へ財源・権限を移譲し、都道府県から市町村や民間事業者等へ補助する制度とすること。
【地方移管を求める理由】
地域の実情にあった補助金活用で、県内の保全活動の活性化につながる。
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年度別
管理番号 提案分野 提案団体の属性

（都道府県／市町村）
提案団体 所管・関係府省庁 提案区分 根拠法令等

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
【調整結果】

地方からの提案等に関する対応方針（閣議決定）
記載内容

26年 836 土木・建築 一般市 三鷹市
国土交通省、環境
省

B　地方に対す
る規制緩和

下水道法第22
条

公共下水道の設
計者等の資格制
度の条例委任に
ついて

公共下水道を設置、改築する場合の設計者及び工事
の監督管理者、維持管理を行う者の資格を条例に委
任し、より地域の実情に応じた資格の設定を可能とす
る。

公共下水道を設置、改築する場合の設計者及び工事の監督管理者、維持管理を行う者の資格に
ついて下水道法第22条で定められているが、職員の配置については、各自治体における人事や
人財育成方針等に基づき実施され、職員採用や人事任用制度もあり、当該観点のみの職員配置
は難しい状況にある。
また、職員の在職年数が長くなりがちになり、新たな職員が配置できず技術の伝承に支障をきたし
ている。

６【環境省】
（１）下水道法（昭33法79）（国土交通省と共管）
公共下水道又は流域下水道の設計若しくは工事の監督管理又は維
持管理を行う者の資格要件（施行令15条及び15条の３）のうち技術
上の実務従事経験について、下水道管理をめぐる状況の変化に鑑
み、下水道以外の一定のインフラに関する経験を算入できるように
するとともに、下水道に関する経験を緩和する方向で検討を行い、平
成27年中に必要な措置を講ずる。

26年 260 消防・防災・安全 指定都市
相模原市、浜松
市

防衛省、内閣府、
総務省（消防庁）

A　権限移譲

自衛隊法第８３
条第１項
災害対策基本
法第６８条の２

防衛大臣への自
衛隊の災害派遣
要請の権限を都道
府県から指定都市
へ移譲

現行、自衛隊への派遣要請は都道府県が行うこととさ
れているが、災害現場の状況を直接知りうる基礎自治
体であり、かつ、都道府県と同等の規模能力を有する
指定都市へ移譲すること。

【制度改正の必要性】
近年のゲリラ豪雨など、局地的、即時的な自然災害が増加している状況を踏まえると、人命が脅
かされる災害が発生し、それが市町村の対応能力を越えることが明白になった場合、広域調整を
経ずして、災害現場の状況を知りうる市町村がいち早く災害派遣要請を行うことができるよう、自
衛隊法を改正すべきであると考える。
それを基本としながら、以下の考え方により、まずは指定都市にその権限を移譲する必要があると
考える。
指定都市は基礎自治体である一方で、道府県と同等の権限を有していること。
日ごろから、訓練等を通じ、自衛隊、警察、医療機関等との情報の共有や連携を円滑に遂行でき
る環境を整えていること。
指定都市には、道府県による出先機関などの行政支援機能がほとんど置かれておらず、また、土
木事業をはじめ、災害時の対応につながる事業についても、指定都市がその多くを行っていること
から、道府県が指定都市の状況を把握し難い状況にあると考えられること。

26年 430 消防・防災・安全 中核市 郡山市
防衛省、内閣府、
総務省（消防庁）

A　権限移譲

自衛隊法第８３
条第１項
災害対策基本
法第６８条の２

自衛隊災害派遣
要請権限の市長
への付与

浸水被害による住民の孤立化、雪害における道路の
除雪等などの地域のみが直接的に把握できる被害に
限定し、市長が自衛隊に対して直接、災害派遣を要請
できるよう権限を付与し、都道府県へは事後報告とす
る。

【提案事項・制度改正の必要性】
自衛隊法第８３条第１項に「都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変その他の災害に際
して、人命又は財産の保護のため必要があると認める場合には、部隊等の派遣を防衛大臣又は
その指定する者に要請することができる。」と示されている都道府県知事の自衛隊への災害派遣
の要請権限について、浸水被害による住民の孤立化、大雪による雪害において道路の除雪等を
速やかに行う場合などに限定し、災害救助活動をより迅速かつ的確に行うため、地域の被災状況
を最も把握し、警察、消防等関係機関との連携により、市民の生命、身体及び財産を守る被災市
から直接、自衛隊の派遣を要請できるよう権限を移譲すること提案する。
詳細については別紙あり。

26年 628 消防・防災・安全 都道府県 長崎県
防衛省、内閣府、
総務省（消防庁）

A　権限移譲

自衛隊法第83
条第１項
災害対策基本
法第６８条の２

自衛隊に対する災
害派遣の要請手
続きの都道府県知
事から市町村長へ
の権限移譲

自衛隊への災害派遣の要請手続きを、都道府県知事
から直接市町村長まで拡大する権限移譲

【支障・制度改正の必要性】
現状では、自衛隊法第８３条第1条により、災害発生後、人命・財産の保護のために必要がある場
合、市町村長が都道府県知事に依頼し、自衛隊への災害派遣要請をすることが原則となってい
る。
しかしながら、市町村合併も進展し、区域が広域化するとともに、災害の種類の多様化、大型化し
ている中で、より迅速に効率的に対応するためには、市町村長の権限として、直接災害派遣要請
ができることが求められると考える。
台風や大雨などの風水害はある程度の予測・準備の対応は可能であるが、地震や大規模な事故
などの対応は特に緊急性を要するので、避難勧告、避難指示の権限を有する市町村長の判断の
バックボーンとなるものと考える。
市町村長へ権限を拡大しても、同時に都道府県知事への通知や報告を行うことで、都道府県の応
援や協力体制も可能になるものと考える。

26年 683 消防・防災・安全 指定都市 横浜市
防衛省、内閣府、
総務省（消防庁）

A　権限移譲

自衛隊法第８３
条
災害対策基本
法第６８条の２

自衛隊の災害派
遣要請権限の全
市長への移譲

市長が自衛隊に対して直接、災害派遣を要請できるよ
うにし、派遣要請は都道府県に事後報告することとす
る。

【制度改正の必要性】
大規模災害発生時においては、72時間以内の人命救助に象徴されるように、迅速な応急対策が
求められる。
【制度改正による効果】
事態を最も把握している現場の被災市の長である市長から、取りまとめ役の県を経由することな
く、直接、自衛隊に対して災害派遣を直接要請できる権限が付与されれば、大規模災害発生時の
通知事務の簡素化や迅速な派遣要請の実施につながり、住民の生命を守るための救助活動等
も、より迅速な対応となることが見込まれる。
【懸念の解決策】
なお、本提案は、災害対策法の前提である「地方公共団体による広域的な対応を行っても解決で
きない場合」を崩しておらず、要請をするときは、既に地方公共団体では対応できない状況で、迅
速性や事務の効率化を最優先に考えるべきであることから、都道府県知事のみが災害派遣要請
を行う合理的な理由はない。また「要請が集中する」との懸念については、そのような状態は甚大
な被害が想定される災害であり、権限移譲による弊害ではなく、むしろ国において情報収集が遅く
なる要因となるのではないか。
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年度
年度別
管理番号 提案分野 提案団体の属性

（都道府県／市町村）
提案団体 所管・関係府省庁 提案区分 根拠法令等

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
【調整結果】

地方からの提案等に関する対応方針（閣議決定）
記載内容

26年 183 消防・防災・安全 都道府県 秋田県
厚生労働省、復興
庁

B　地方に対す
る規制緩和

被災した子ども
の健康・生活対
策等総合支援
事業（子育て支
援対策費補助
金）実施要綱

被災した子どもの
健康・生活対策等
総合支援事業（子
育て支援対策費
補助金）の実施主
体等の拡大

被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（子
育て支援対策費補助金）の中の「子ども健やか訪問事
業」及び「親を亡くした子ども等への相談・援助事業」に
ついて、実施主体及び事業者に被災県以外の現に避
難者を受け入れている都道府県を加えること

【見直しの必要性】平成２６年度に創設された「被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業
（子育て支援対策費補助金）」における「子ども健やか訪問事業」は、東日本大震災により被災し
仮設住宅で長期間避難生活を余儀なくされている子どもを持つ家庭等に対し訪問指導を行う事業
であり、「親を亡くした子ども等への相談・援助事業」は、被災した子どもに対する心と体のケアに
関する相談・援助を行う事業である。
両事業はいずれも事業主体は被災県（岩手県、宮城県、福島県）及び被災指定都市（仙台市ほ
か）に限定されており、被災児童を受け入れている都道府県では活用することが出来ない。被災県
以外に避難されている家庭等では、二重生活による生活費の掛かりましや父親の不在による子ど
もへの影響、親のストレス等多くの問題を抱えている。避難先がどこであろうと避難している子ども
を持つ家庭等や子どもたちに対する相談・支援を行うことは必要であり、被災県以外でもこの事業
が活用できるよう見直しを行う必要がある。
【具体的な支障事例】受入都道府県と被災県は様々な面でお互い連携を図りながら事業を実施し
ているが、上記事業の実施要綱に基づき被災県以外に避難している子どもや子育て家庭等への
支援事業を行うためには、実施主体である被災県等が避難先の都道府県等に事業を委託するこ
とで可能となる。しかしながら、県外避難者は全国に避難しており避難先の都道府県等に対し個別
に事業委託をすることは現実的には困難であると考える。また、本県には４県から避難されている
方がいるが、仮に事業を実施しない県があった場合、避難者として同じ県に避難しているにも関わ
らず、避難元によって支援サービスが受けられないといった事態が生じる。受入都道府県は避難
元がどこであろうと平等に支援を行っている。
【見直しによる効果】受入都道府県の避難者については受入自治体が一番実情を把握しているこ
とから、受入都道府県が実施主体及び事業者となることで、避難元がどこであろうと避難している
子どもや子育て家庭等に対し等しくサービスの提供が可能となり避難している方々は安心して生
活を送ることができる。

６【復興庁】
（１）被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（厚生労働省
と共管）
「子ども健やか訪問事業」等の実施主体を、被災県・被災県内の市
町村としている要件について、事業の積極的な活用を図るため、避
難者のいる都道府県又は市町村等への委託により実施することが
できることを周知する。
［措置済み（平成26年９月30日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭
局総務課通知）］

245 / 245 ページ


